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閣議及び閣僚懇談会議事録 
 

開催日時：平成２６年４月２２日（火） ８：０３～８：１９ 

 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

 

出 席 者：安 倍 晋 三 内閣総理大臣 

麻 生 太 郎 国務大臣（副総理，財務大臣，内閣府特命担当大臣） 

新 藤 義 孝 国務大臣（総務大臣，内閣府特命担当大臣） 

谷 垣 禎 一 国務大臣（法務大臣） 

岸 田 文 雄 国務大臣（外務大臣） 

下 村 博 文 国務大臣（文部科学大臣） 

田 村 憲 久 国務大臣（厚生労働大臣） 

林   芳 正 国務大臣（農林水産大臣） 

茂 木 敏 充 国務大臣（経済産業大臣，内閣府特命担当大臣） 

太 田 昭 宏 国務大臣（国土交通大臣） 

石 原 伸 晃 国務大臣（環境大臣，内閣府特命担当大臣） 

小野寺 五 典 国務大臣（防衛大臣） 

菅   義 偉 国務大臣（内閣官房長官） 

根 本   匠 国務大臣（復興大臣） 

古 屋 圭 司 国務大臣（国家公安委員会委員長，内閣府特命担当大臣） 

山 本 一 太 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

森   まさこ 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

甘 利   明 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

稲 田 朋 美 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

陪 席 者：加 藤 勝 信 内閣官房副長官 

世 耕 弘 成 内閣官房副長官 

杉 田 和 博 内閣官房副長官 

小 松 一 郎 内閣法制局長官 

 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

     ○一般案件      ７件 

     ○国会提出案件    ８件 

     ○公布（法律）    ２件 

     ○政令        ５件 

     ○人事        ６件 

     ○報告        １件 

     いずれも，案件表のとおり，決定等となった。 
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議事内容： 
○菅国務大臣：ただ今から，閣議を開催いたします。まず，閣議案件について，世耕

副長官から御説明申し上げます。 
○世耕内閣官房副長官：一般案件等について，申し上げます。まず，「２０２０年オ

リンピック・パラリンピック東京大会等に関する閣僚会議の開催」について，御決

定をお願いいたします。本件につきましては，後程，内閣総理大臣及び下村大臣か

ら御発言があります。 
次に，予備費の使用について，御決定をお願いいたします。本件は，今月２７日

に投票の衆議院鹿児島県第２区の補欠選挙に必要な経費として，約２億３千万円を

一般会計予備費から使用するものであります。 
次に，信・解任状に認証を仰ぐことについて，御決定をお願いいたします。本件

は，「ブルネイ国」及び「ミクロネシア国」駐箚特命全権大使の異動に伴い，交付

すべき信任状及び解任状であります。 
次に，恩赦３件について，御決定をお願いいたします。いずれも復権を行うもの

であります。 
次に，再生可能エネルギー特別措置法に基づく国会報告について，御決定をお願

いいたします。本件は，経済産業大臣が調達価格等算定委員会の意見を聴いて定め

た平成２６年度の調達価格及び調達期間について国会に報告するものであります。 
次に，質問主意書に対する答弁書７件について，お手元の資料のとおり，御決定

をお願いいたします。 
  次に，法律の公布について，御決定をお願いいたします。「中心市街地活性化法

の一部改正法」外１件が，１８日の参議院本会議において，可決成立したものであ

ります。 
  次に，政令５件について，御決定をお願いいたします。まず，「警察法施行令及

び道路交通法施行令の一部を改正する政令」は，自動車の運転により人を死傷させ

る行為等の処罰に関する法律の施行に伴い，警察法施行令及び道路交通法施行令の

規定の整備を行うものであります。 
  次に，「権利移転等の促進計画に係る土地についての不動産登記に関する政令の

一部を改正する政令」は，農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギ

ー電気の発電促進法の施行に伴い，所有権移転等促進計画に係る土地の登記につい

て不動産登記法の特例を定めるものであります。 
  次に，「鳥インフルエンザ（Ｈ７Ｎ９）を指定感染症として定める等の政令の一

部を改正する政令」は，海外における鳥インフルエンザ（Ｈ７Ｎ９）の発生の状況

等に鑑み，我が国における発生の予防及びまん延の防止に関し必要な措置を講ずる

ため，感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律の規定を準用する

期間を１年間延長するものであります。 
  次に，「雨水の利用の推進法の施行期日令」は，同法の施行期日を本年５月１日

と定めるものであり，「雨水の利用の推進法第２条第２項の法人を定める政令」は，

同法の施行に伴い，自らの雨水の利用を推進するための措置を講ずるよう努めなけ
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ればならない独立行政法人等を定めるものであります。 
次に，人事案件について，申し上げます。まず，財務官古澤満宏外３名に，アジ

ア開発銀行総務会第４７回年次会合臨時総務代理たる日本政府代表代理を命ずる

ことについて，御決定をお願いいたします。 
次に，総務省人事といたしまして，行政管理局長若生俊彦に大臣官房付を命じ，      

その後任に，大臣官房審議官上村進を充てることを承認することについて，御決定

をお願いいたします。 
次に，裁判官人事といたしまして，簡易裁判所判事に任命するもの外３件につい

て，御決定をお願いいたします。 
次に，江口英輔外１８１名の叙位又は叙勲について，御決定をお願いいたします。 
次に，「平成２５年度第４・四半期に締結された無償資金協力に係る取極」につ

いて，御報告があります。本件は，本年１月から３月までの３か月間に締結された，

３３か国，６機関の計７２件，総額約６８７億円の取極について，取りまとめたも

のであります。 
次に，件名外案件について，申し上げます。まず，「日米科学技術研究開発協力

協定の有効期間を延長する議定書」に署名することについて，御決定をお願いいた

します。本件は，科学技術における研究開発のための協力の枠組みを定めた日米間

の協定の有効期間を，本年７月２０日から１０年間延長するものであります。なお，

明日の署名まで不公表といたしたいので，御了承をお願いいたします。 
次に，「無償資金協力に係る取極の締結」について，御決定をお願いいたします。

本件は，我が国と相手国政府との間で実質的な合意をみた無償資金協力を取りまと

めたもので，１５か国に対する計１９件，総額約１５７億円の贈与等を行うもので

あります。個々の案件につきましては，相手国政府との書簡交換までそれぞれ不公

表といたしたいので，御了承をお願いいたします。なお，締結状況は適宜取りまと

め，別途，閣議に御報告することといたします。 
次に，件名外の人事案件について，申し上げます。平成２６年春の叙勲４，１１

０名，外国人叙勲５５名について，それぞれ御決定をお願いいたします。なお，発

令日までの間に死亡した者につきましては，死亡日の日付で勲章を授与することと

し，また，勲章を授与することがふさわしくない事由が生じた候補者につきまして

は，その発令を留保することとしております。報道関係の取扱いにつきましては，    
４月２９日午前５時から報道解禁となっておりますので，特に御留意いただきます

ようお願いいたします｡これらのことに関連いたしまして，後程，内閣官房長官か

ら御発言があります。 
○菅国務大臣：次に，大臣発言がございます。まず，内閣総理大臣から御発言がござ

います。 
○安倍内閣総理大臣：２０２０年オリンピック・パラリンピック東京大会について，

その前年に我が国で開催されるラグビーワールドカップ２０１９との一体的な準

備に配意しつつ，その円滑な準備に資するよう，これらに係る重要問題を協議し，

政府一丸となって万全の対応を図るために，「２０２０年オリンピック・パラリン
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ピック東京大会等に関する閣僚会議」が開催される運びとなりました。 
  各閣僚におかれましては，大会の成功に向け，最大限の御努力・御協力をいただ

きますようお願いします。 
○菅国務大臣：次に，下村大臣。 
○下村国務大臣：２０２０年オリンピック・パラリンピック東京大会及びその前年に

開催されるラグビーワールドカップ２０１９は，いずれも世界有数の国際スポーツ

大会です。 
  本閣僚会議の設置により，２０２０年東京大会について，ラグビーワールドカッ

プ２０１９との一体的な準備に配意しつつ，政府一丸となって万全な対応を図るた

めの体制が構築されました。 
  担当大臣として，大会の成功に向けて全力を尽くしてまいりたいと考えておりま

すので，よろしくお願い申し上げます。 
○菅国務大臣：次に，私から平成２６年春の叙勲及び外国人叙勲について，申し上げ

ます。 
平成２６年春の叙勲及び外国人叙勲の候補者については，厳正な審査を経てお手

元に配付の名簿のとおりとなりました。 
これらの候補者につきましては，閣議で御決定いただいた後，天皇陛下の御裁可

を仰いだ上で，来る４月２９日に発令する運びとなっております。 
  次に，閣議等の議事録について申し上げます。去る３月２８日の閣議決定により，

４月から作成・公表することといたしました「閣議及び閣僚懇談会の議事の記録」

につきましては，４月１日分を，本日昼に首相官邸ホームページにて公表いたしま

す。御参考までにお手元にお配りしております。 
○菅国務大臣：これをもちまして，閣議を終了いたします。 

引き続き，閣僚懇談会を開催いたします。 
  なお，海外出張された文部科学大臣の帰朝報告は，お手元の資料のとおりです。 

御発言はございますか。 
特に無いようなので，これを持ちまして，閣僚懇談会を終了いたします。 
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                 平 成 26 年 

                 ４ 月 22 日 
 

◎ 一 般 案 件 

   ○ ２ ０ ２ ０ 年 オ リ ン ピ ッ ク ・ パ ラ リ ン ピ ッ ク 東 京 大

会 等 に 関 す る 閣 僚 会 議 の 開 催 に つ い て  （ 決 定 ） 

                    （ 内 閣 官 房 ） 

 〃  ○ 平 成 ２ ６ 年 度 一 般 会 計 予 備 費 使 用 に つ い て   

（ 決 定 ）              （ 財 務 省 ） 

   ☆ ブ ル ネ イ 国 駐 箚 特 命 全 権 大 使 伊 岐 典 子 外 １ 名 に 交

付 す べ き 信 任 状 及 び 前 任 特 命 全 権 大 使 菅 沼 健 一 外

１ 名 の 解 任 状 に つ き 認 証 を 仰 ぐ こ と に つ い て 

（ 決 定 )              ( 外 務 省 ） 

 〃  ☆ 恩 赦 に つ い て （ 決 定 ）       （ 内 閣 官 房 ） 

 

◎ 国 会 提 出 案 件 

   ○ 電 気 事 業 者 に よ る 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 電 気 の 調 達

に 関 す る 特 別 措 置 法 第 ３ 条 第 ７ 項 の 規 定 に 基 づ く

報 告 に つ い て （ 決 定 ）      （ 経 済 産 業 省 ） 

1. 参 議 院 議 員 浜 田 和 幸 （ 改 革 ） 提 出 国 家 戦 略 特

区 に お け る 海 外 か ら の 労 働 者 の 受 入 れ に 関 す

る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ）   

（ 内 閣 府 本 府 ） 

1. 衆 議 院 議 員 鈴 木 貴 子 ( 無 ) 提 出 『 ア ン ネ の 日

記 』 破 損 事 件 に 係 る 政 府 の 説 明 等 に 関 す る 再

質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ）      

（ 警 察 庁 ） 

       1. 衆 議 院 議 員 鈴 木 貴 子 （ 無 ） 提 出 政 党 代 表 が ８

億 円 を 無 利 子 無 担 保 で 借 り 入 れ た こ と に 関 す

る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ）      

（ 総 務 省 ） 

1. 衆 議 院 議 員 鈴 木 貴 子 （ 無 ） 提 出 日 豪 Ｅ Ｐ Ａ に

関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い て 

〃        （ 決 定 ）              （ 外 務 ・ 農 林 水 産 省 ） 

       1. 参 議 院 議 員 江 口 克 彦 （ み ん な ） 提 出 日 本 人 の

海 外 留 学 促 進 に 関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に

つ い て （ 決 定 ）       （ 文 部 科 学 省 ） 

（ 火 ）閣 議 案 件 

〔 別 添 〕

○ 

資 料  
あ り  

資 料  
な し  

資 料  
あ り  
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1. 参 議 院 議 員 藤 末 健 三 （ 民 主 ） 提 出 「 Ｓ Ｔ Ａ Ｐ

細 胞 」 論 文 に 係 る 第 三 者 機 関 に よ る 再 調 査 及

び 検 証 実 験 に 関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ

い て （ 決 定 ）                  （ 文 部 科 学 省 ） 

       1. 参 議 院 議 員 藤 末 健 三 （ 民 主 ） 提 出 「 健 康 づ く

り の た め の 睡 眠 指 針 ２ ０ １ ４ 」 に 対 す る 今 後

の 普 及 啓 発 の 方 法 に 関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁

書 に つ い て （ 決 定 ）     （ 厚 生 労 働 省 ） 

（ 決 定 ）             （ 同 上 ） 

 

◎ 公 布 （ 法 律 ） 

1. 中 心 市 街 地 の 活 性 化 に 関 す る 法 律 の 一 部 を 改 

正 す る 法 律 （ 決 定 ） 

1. 外 国 弁 護 士 に よ る 法 律 事 務 の 取 扱 い に 関 す る 

特 別 措 置 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 決 定 ） 

 

◎ 政  令 

   ○ 警 察 法 施 行 令 及 び 道 路 交 通 法 施 行 令 の 一 部 を 改 正

す る 政 令 （ 決 定 ）          （ 警 察 庁 ） 

 〃  ○ 権 利 移 転 等 の 促 進 計 画 に 係 る 土 地 に つ い て の 不 動

産 登 記 に 関 す る 政 令 の 一 部 を 改 正 す る 政 令 

（ 決 定 ）              （ 法 務 省 ） 

 〃  ○ 鳥 イ ン フ ル エ ン ザ （ Ｈ ７ Ｎ ９ ） を 指 定 感 染 症 と し

て 定 め る 等 の 政 令 の 一 部 を 改 正 す る 政 令 （ 決 定 ） 

                    （ 厚 生 労 働 ・ 財 務 省 ） 

 〃  ○ 雨 水 の 利 用 の 推 進 に 関 す る 法 律 の 施 行 期 日 を 定 め

る 政 令 （ 決 定 ）         （ 国 土 交 通 省 ） 

 〃  ○ 雨 水 の 利 用 の 推 進 に 関 す る 法 律 第 ２ 条 第 ２ 項 の 法

人 を 定 め る 政 令 （ 決 定 ）        （ 同 上 ） 

 

◎ 人  事 

○ 財 務 官 古 澤 満 宏 外 ３ 名 に ア ジ ア 開 発 銀 行 総 務 会 第

４ ７ 回 年 次 会 合 臨 時 総 務 代 理 た る 日 本 政 府 代 表 代

理 を 命 ず る こ と に つ い て （ 決 定 ） 

〃  ○ 各 府 省 幹 部 職 員 の 任 免 に つ き ， 内 閣 の 承 認 を 得 る 

こ と に つ い て （ 決 定 ） 

資 料  
な し  

☆  

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  
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 ☆ 古 賀  寛 外 １ 名 を 簡 易 裁 判 所 判 事 等 に 任 命 し ， 判

事 兼 簡 易 裁 判 所 判 事 永 松 健 幹 の 兼 官 を 免 じ ， 簡 易

裁 判 所 判 事 廣 田 民 生 を 願 に 依 り 免 ず る こ と に つ い

て （ 決 定 ） 

 ☆ 横 浜 市 立 大 学 名 誉 教 授 江 口 英 輔 外 １ ８ １ 名 の 叙 位 

又 は 叙 勲 に つ い て （ 決 定 ） 

 

◎ 報  告 

☆ 平 成 ２ ５ 年 度 第 ４ ・ 四 半 期 に 締 結 さ れ た 無 償 資 金

協 力 に 係 る 取 極 に つ い て       （ 外 務 省 ） 

 

 

〔 ○ 署 名 あ り  ☆ 署 名 な し 〕 

 

  

資 料  
な し  

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  
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                 平 成 26 年 

                 ４ 月 22 日 

 

◎ 一 般 案 件 

   ○ 科 学 技 術 に お け る 研 究 開 発 の た め の 協 力 に 関 す る

日 本 国 政 府 と ア メ リ カ 合 衆 国 政 府 と の 間 の 協 定 の

有 効 期 間 を 延 長 す る 議 定 書 の 署 名 に つ い て 

（ 決 定 ）              （ 外 務 省 ） 

1. 無 償 資 金 協 力 に 係 る 取 極 の 締 結 （ 平 成 ２ ６ 年 

度 第 １ 次 取 り ま と め 分 ） 

 〃    1. 無 償 資 金 協 力 に 係 る 取 極 の 締 結 （ ノ ン ・ プ ロ 

ジ ェ ク ト 無 償 資 金 協 力 及 び 貧 困 削 減 戦 略 支 援 

無 償 資 金 協 力 平 成 ２ ６ 年 度 第 １ 次 取 り ま と め 

分 ） 等 

に つ い て （ 決 定 ）           （ 同 上 ） 

 

◎ 人  事 

○ 平 成 ２ ６ 年 春 の 叙 勲 に つ い て 

〃  ○ 平 成 ２ ６ 年 春 の 外 国 人 叙 勲 に つ い て 

 

 

〔 ○ 署 名 あ り  ☆ 署 名 な し 〕 

 

 

（ 火 ）

資 料  
あ り  

 件 名 外 案 件 

資 料  
あ り  

○  




